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社会資本総合整備事後評価

県土整備部道路維持課
令和８年２月

県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備
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交付金制度の変遷について 岐 阜 県
道路維持課

○社会資本総合整備計画は、国土交通省所管の社会資本整備総合交付金及び
防災・安全交付金を活用して事業を推進している

平成２４年度以降平成２２～２３年度平成２１年度まで

<各交付金の概要>
○社会資本整備総合交付金：地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生か

せる総合的な交付金
○防災・安全交付金 ：地域住民の命と暮らしを守る老朽化対策や事前防災・

減災対策、地域における生活空間の安全確保を集中的
に支援する交付金

【交付金制度の変遷】
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社会資本総合整備計画の事業評価

○社会資本総合整備計画は、計画期間終了後に計画の達成状況等の事後評価
を実施する

○事後評価では、事業の進捗状況や事業効果の発現状況、成果目標の実現状
況、今後の方針を評価する

社 会 資 本 総 合 整 備 計 画 の 策 定

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 の 交 付

事 業 実 施

事 後 評 価

岐 阜 県
道路維持課
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本計画の概要（その1）

県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

■計画名

平成31年度 ～ 令和5年度 （５年間）

■計画の期間

 県民が安全・安心に暮らすためには、道路ストックの適切な維持管理を行う必要が
あるとともに、交通事故、凍・雪害に対するきめ細やかな対策が不可欠であるため
防災・安全交付金の整備計画43「社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐
阜県づくり」と一体となった冬期交通の安全対策を計画的に進める

 当県が保有する除雪機械は、民間保有を含めた全数に占める割合の約１０％程度と
全国的にも低水準にあるため、計画的に除雪機械の増強を図ることで、現状の除雪
作業水準を保持しつつ、除雪委託業者の機械保有の負担軽減を実現する

■計画の目標

除排雪、除雪機械の更新・増強

■計画の対象に係る主な事業内容

岐 阜 県
道路維持課
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本計画の概要（その２）

■本計画「県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備」と整備計画43「社会
インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づくり」との関連性

県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備
社会インフラが災害に強く、安全に利用
できる岐阜県づくり（防災・安全）

計画期間：H31～R5年度 （5年間）

計画目標：県民が安全・安心に暮らすためには道路
ストックの適切な維持管理を行う必要が
あるとともに、交通事故、凍・雪害に対
するきめ細やかな対策が不可欠であるた
め、防災・安全交付金の整備計画43「社
会インフラが災害に強く、安全に利用で
きる岐阜県づくり」と一体となった冬期
交通の安全対策を計画的に進める

計画期間：H29～R3年度 （5年間）
R4 ～R8年度 （5年間）

計画目標：南海トラフの巨大地震や内陸型直下地震
の発生や社会インフラの高齢化、道路利
用環境の変化による事故等の発生が懸念
されることから、総合的な社会インフラ
の再構築を進めるため、事前防災・減災
対策のほか、併せて施設の高齢化対策、
交通事故対策等を効果的に組み合わせた
総合的な対策を進め、県民が安全で安心
して暮らせる地域づくりを進める

本計画の成果目標
•県管理道路における人身事故件数を約１割削減する
•岐阜県除雪機械増強計画に基づき、県保有除雪機械を増強計画台数に対し約３割上昇させる

冬期交通の安全対策を一体的に推進

岐 阜 県
道路維持課
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除排雪事業における防災・安全交付金への移行

○除排雪事業については、令和２年度までは社会資本整備総合交付金を活用
してきたが、社会資本整備総合交付金の要綱改定に伴い、令和３年度以降
は防災・安全交付金事業を活用して事業を推進している

【社会資本整備総合交付金】
地方公共団体が行う道路の新設、改築、修繕又は維持（除雪に係る事業又は降灰の除去
事業に限る）に関する事業

【防災・安全交付金】
除雪に関する事業は対象外

平成31年度～令和２年度

令和３年度～

制度の移行

岐 阜 県
道路維持課

【社会資本整備総合交付金】
除雪に関する事業は対象外

【防災・安全交付金】
地方公共団体が行う道路の新設、改築、修繕又は維持（除雪に係る事業又は降灰の除去
事業に限る）に関する事業のうち防災・安全対策のために特に必要と認められる事業
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事業の進捗状況

■進捗状況

○本計画では６事業を位置付けており、全ての事業が完了している

■整備計画

計画内容
計画名

事業費事業数

9,150百万円６事業県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

事業数
６

完了事業※

６

継続事業（計画期間内未完了）
０

※ 計画期間内における防災・安全交付金事業の実績
を含む

※ 除排雪事業については、単年度ごとに事業を完了
しているものとする

主な事業内容

県管理道路の除排雪

県が保有する除雪機械の更新・増強

岐 阜 県
道路維持課
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主な事業の実施状況（県管理道路の除排雪）

：積雪地域

：寒冷地域

4,136.2km県管理延長

3,885.6km除雪路線総延長

1,926.3kmうち積雪地域の除雪延長

岐 阜 県
道路維持課

<事業概要>
県管理道路の除雪延長は約3,900㎞で、そのうち積雪地域に指定された地域の除排雪

（延長 約1,900km）については、社会資本整備総合交付金（令和３年度以降は防災・
安全交付金）を活用して事業を推進し冬期交通の安全を確保

■県管理道路の除雪延長 ■積雪地域の指定状況

■除雪状況
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事業の実施状況（県有除雪機械の更新・増強）

R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27H26H25

9910109910910107計画台数（年度別）

155146137127117108998980706053〃 （累 計）

61010691614510107増強台数（実 績）

156150140130124115998580706053保有台数

100%96%90%83%80%74%63%55%52%45%39%計画に対する達成率

除雪トラック 除雪ドーザ ロータリ除雪機

岐 阜 県
道路維持課

<事業概要>
 平成２６年２月の豪雪を受け、県が保有する除雪機械の増強計画を策定
 増強計画では、平成２６年度から令和６年度までの１０年間で１０２台を増強し、

５３台から１５５台とする計画
 計画的に除雪機械を配備することにより除雪体制を確保

■県有除雪機械の増強計画と実績

■除雪機械の種類
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計画の成果目標（定量的指標）

県管理道路における人身事故件数を約１割削減する。

<目標> 平成３０年度 （当初）1,950件 →（令和５年度末）1,750件

岐阜県除雪機械増強計画に基づき、県保有除雪機械を増強計画台数に対し

約３割上昇させる

<目標> 平成３０年度 （当初）６３％ →（令和５年度末）９４％

○本計画では、交通安全対策に係る２つの成果目標を設定している
○目標の達成状況については、社会資本整備総合交付金（H31～R2）と 防災

・安全交付金（R3～R5）の達成状況で評価する

■成果目標１

■成果目標２

岐 阜 県
道路維持課
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計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況①

■実現状況

令和5年度末(実績)目 標平成30年度(当初)

1,162件
（4割削減）

1,750件
（1割削減）

1,950件
県管理道路における

人身事故件数
（削減割合）

４割減

事故件数

岐 阜 県
道路維持課

■人身事故件数の推移

（参考）冬期における人身事故件数の推移：平成30年度の407件に対し、令和5年度末は307件となり、約2割削減
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計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況②

令和5年度末(実績)目標平成30年度(当初)

96％
（台数：150台）

94％
（台数：146台）

63％
（台数：99台）

県有除雪機械台数
（増強計画155台に対する達成率）

岐 阜 県
道路維持課

■実現状況

■県有除雪機械の保有台数と増強計画の達成率
保有台数 増強計画の達成率
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まとめ及び今後の方針

 降雪状況に応じて適時適確に除雪作業を実施し、冬期交通の確保することで人身事故件数を
約４割削減することができた

 岐阜県除雪機械増強計画に基づき、除雪機械を配備することにより、除雪体制を着実に強化
することができた

適用結果目標値現況値
定量的指標の定義

及び算定式
指標

年度
目標
年度

基準
年度

単位

達成R5
1,162件
（4割）

R5
1,750件
（1割）

H301,950件

岐阜県警察統計データより、平成
３０年度の事故件数に対し、令和
５年度の事故件数の削減率を算定

件
県管理道路における
人身事故件数を約１
割削減

達成R5
96％

（150台）
R5

94％
（146台）

H30
63％

（99台）

県有除雪機械増強計画の目標値で
ある１５５台に対し、令和５年度
の機械保有率を算定

％

岐阜県除雪機械増強
計画に基づき、県保
有除雪機械を増強計
画台数に対し約３割
上昇させる

岐 阜 県
道路維持課

■事業効果

■定量的指標に関する交付対象事業（防災・安全交付金含む）の効果の発現状況

 県民が安全で安心して暮らせる地域づくりを推進するため、引き続き交付金を活用しながら
交通安全対策および冬期交通の安全対策を進めていく

■今後の方針
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社会資本総合整備計画評価

県土整備部道路維持課
令和８年２月

通学路交通安全プログラム等に基づく
対策必要箇所の重点整備（防災・安全）
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岐阜県
道路維持課交付金制度の変遷について

■本計画は、社会資本整備総合交付金から枝分かれした防災・安全交付金で事業
を推進した。

本計画の該当する交付金
出典：国土交通省ＨＰ(一部追記)

平成２４年度以降平成２２～２３年度平成２１年度まで

【交付金制度の変遷】
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岐阜県
道路維持課社会資本総合整備計画の事業評価について

■社会資本総合整備計画は、その要綱に従い、交付期間の終了時に、目標の実施
状況等について評価を行うこととされている。
（社会資本整備総合交付金交付要綱 第10）

■事後評価においては、社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況、
事業効果の発現状況、今後の方針の各事項について行うものとされている。
（社会資本整備総合交付金に係る計画等について（通知） 第3項）

社会資本総合整備計画の策定

防災・安全交付金の交付申請⇒交付

事業実施

事後評価
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岐阜県
道路維持課岐阜県の社会資本総合整備計画について

■道路維持課では平成31年度から令和５年度までに４つの計画に基づき事業を推
進した。

計画期間
計画名

R5R4R3R2H31

●●●●●25.県民が安全・安心に暮らせる道路環境の整備

●●●●●
31.通学路交通安全プログラム等に基づく対策必要箇所の
重点整備（防災・安全）

●●●
43.社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づ
くり（防災・安全）

●●
43.社会インフラが災害に強く、安全に利用できる岐阜県づ
くり（防災・安全）

●●●●
48.県民の暮らしの安全・安心を確保するため総合的な老朽

化対策及び地震等の災害に備えるための事前防災・減災
対策の推進（道路分野）（防災・安全）

●
48.県民の暮らしの安全・安心を確保するため総合的な老朽

化対策及び地震等の災害に備えるための事前防災・減災
対策の推進（道路分野）（防災・安全） 継続

継続
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岐阜県
道路維持課本計画の概要

通学路交通安全プログラム等に基づく対策必要箇所の重点整備（防災・安全）

■計画名

平成３１年度～令和５年度（５年間）

■計画の期間

市町村が策定する通学路交通安全プログラムにおいて対策が必要と判断された箇所の交通安全対策事
業などを推進し、安全・安心な通学路を確保する。

■計画の目標

・平成31年1月までに策定された通学路交通安全プログラムにおける要対策箇所の交通安全施設等の整
備率
当初現状値（Ｈ３１当初） ６７％→R５末時点で８１％

■計画の成果目標

通学路交通安全プログラム等に基づく安全な通行空間の確保対策（歩道整備、防護柵等）

■計画の対象
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岐阜県
道路維持課通学路交通安全プログラム

岐阜県では、「通学路交通安全プログラム」に基づき、教育委員会、道路管理者、
警察及び市町村と連携し、通学路の合同点検及び安全対策を実施している。
また、継続的に通学路の安全を確保するため、これらの取り組みをPDCAサイクルと

して繰り返し実施し、通学路の安全性の向上を図っている。

・県管理道路の対策必要箇所は、232箇所。（H31年当初）

点検結果に基づき、道路管理者は歩道整備をはじめ防護柵やカラー舗装などの
交通安全施設等の整備を集中的に実施。

通学路の交通安全確保に向けた継続的な取り組みとして、文部科学省、国土交通
省、警察庁より「通学路の交通安全の確保に向けた着実かつ効果的な取組の推進に
ついて」が発出され（平成26年12月6日)、これに基づき平成２６年度末までに県内全
市町村において「通学路交通安全プログラム」が策定された。

■成り立ち

■概要
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岐阜県
道路維持課事業の進捗状況

H31当初事業数
55

計画期間内に完了した事業 34

計画期間後も継続する事業 52

■事業進捗状況

最終計画

事業費事業数

24,370百万円86事業
通学路の合同点検結果等に基づく
対策必要箇所の重点整備（防災・安全）

■進捗状況表

PDCAサイクルによる
追加事業数

31

※事業数と対策必要箇所数について
通学路の交通安全対策は、対策内容に応じて県単独事業や本計画の管内一円事業
（防護柵やカラー舗装等）でも実施しており、対策必要箇所と事業の数は一致しない。

総事業数 86
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効果の発現状況（歩道整備）
岐阜県

道路維持課

（主）多治見恵那線
下石町工区

■整備箇所：土岐市
下石町地内

■全体延長：L=360m
■総事業費：約2.9億円
■事業着手：平成20年度
■完 成：令和2年度

歩道が狭いうえに、交通量が多い通学路について、歩道を
拡幅し、交通安全対策を実施した。

施工前 施工後

通学路

小学校

至多治見市
至豊田市

至恵那市

至土岐市

中学校

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区
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効果の発現状況（交差点改良）
岐阜県

道路維持課

（主）岐阜関ケ原線
北方工区

■整備箇所：本巣郡北方町
春来町地内

■全体延長：L=270m
■総事業費：約1.7億円
■事業着手：平成29年度
■完 成：令和2年度

防護柵設置及び交差点改良により、通学路の交通安全対
策を実施した。対策前は右折レーンがなく、通勤通学の時間
帯は慢性的な渋滞が発生し、追突事故が多発していた。

施工前
長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

施工後

通学路

小学校 中学校

(主) 岐阜関ケ原線

至関ヶ原町

至岐阜市
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（主）高山清見線 新宮工区

■整備箇所：高山市新宮町地内

■全体延長：L=1,100m
■総事業費：約0.4億円
■事業着手：令和２年度
■完 成：令和４年度

歩道に防護柵（ガードパイプ）を設置し、通学路の交通安全
対策を実施した。

効果の発現状況（防護柵）
岐阜県

道路維持課

通学路

小学校

長野県

滋賀県 中津川市

41

157

156

21
19

158

258

高山市

石川県

富山県

福井県

三重県

愛知県
多治見市大垣市

岐阜市 美濃加茂市

位 置 図

当工区

施工前 施工後
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岐阜県
道路維持課計画の成果目標（アウトカム指標）の実現状況

■実現状況

実績目標平成31年当初

R5末
89％
[76]

（634箇所）

R5末
81％
[131]

（575箇所）

67％
[232]

（478箇所）

通学路合同点検における要対策箇所の
交通安全施設等の整備率

[未対策箇所数]
（対策済箇所数）

478 478 478 478 478 478

45 81 109 147 156
(478)

(523)

(559)
(587)

(625) (634)
67.32 

73.66 
78.73 82.68 

88.03 89.30 
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岐阜県
道路維持課まとめ及び今後の方針

■定量的指標に関する交付対象事業の効果の発現状況
・通学路点検の結果に基づき、歩道整備や交差点改良、防護柵をはじめとする交通安全施設
等の整備を推進した。これにより、通学路の対策必要箇所が減少し、安全・安心な通学路を確
保した。

■今後の方針
・さらなる通学路の交通安全対策を推進するため、各市町村で「通学路交通安全プログラム」
が継続されており、新たに対策が必要な箇所が追加されている。
・本計画を継続し、H31年合同点検の未完了箇所に加え、新たに追加された要対策箇
所について交通安全対策を計画的に推進する。

適用結果目標値現状値
定量的指標の定義

及び算定式
指標

年度
目標
年度

基準
年度

単位

達成R5末89％R5末81％
H31
当初

67％

要対策箇所の
交通安全施設等の
整備率から算出

％
要対策箇所を

令和５年度までに
81%以上整備する

■事業効果
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